
令和３年府中市特別職報酬等審議会 次第

令和３年１１月２９日(月)

午後１時３０分～

府中市役所 ４階第一委員会室

１ 開会

２ 会長選出

３ 議事

諮問事項等

議会の議員の政務活動費の改正について

４ 閉会



府中市特別職報酬等審議会委員名簿

団　　体　　名 役職等 氏名 ふりがな

1府中商工会議所 副会頭　 田中　芳昭 たなか　よしあき

2府中市町内会連合会 会長 山根　剛 やまね　つよし

3府中市農業委員会 会長 小寺　旭 こでら　のぼる

4府中市社会福祉協議会 会長　 山﨑　武志 やまさき　たけし

5連合広島府中地域協議会 議長 薮本　敬士 やぶもと　あつし

6府中青年会議所 副理事長 浅野　裕子 あさの　ゆうこ

7府中市ＰＴＡ連合会 会長　 小野　哲生 おの　てつお

8府中市民生委員児童委員協議会 会長 皐月　利夫 さつき　としお

9府中市女性連合会 会長　 河村　節子 かわむら　せつこ

10上下町商工会 会長　 山田　康視 やまだ　やすし
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府 人 第 １７ 号

令和 ３年１１月２９日

府中市特別職報酬等審議会会長 様

府中市長 小野 申人

府中市議会議員の政務活動費の改正について（諮問）

市議会議員の政務活動費について、令和 2年 2月 12日付けで議会からの依頼に
より、次期改選（令和４年５月）から市議会議員の政務活動費の額を別紙のとおり

改正することについて、府中市特別職報酬等審議会条例第２条の規定により、審議

会の意見を求めます。



別紙

政務活動費 単位：円

改正理由

① 議会力をアップし、チェック機能強化と政策提言につなげるためには、調査研

究活動の更なる充実が必要であるため。

② 各会派の議員の活動量も増えており、政務活動費の使途及び実績からみて、年

額１２万円の政務活動費では、年間 6万円程度の持ち出しが必要となってい
るため。

③ 県内他市の政務活動費の額と比較して、現行の額はかなり低い状況であるため。

現 行（一人あたり、年額） 改正案（一人あたり、年額）

120,000円 240,000円
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○府中市特別職報酬等審議会条例

（設置）

第１条 市長の諮問に応じ、議員報酬等の額について審議するため、府中市特別職報酬等審議会（以

下「審議会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条 市長は、議会の議員の議員報酬及び政務活動費の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の

額に関する条例を議会に提出しようとするときは、あらかじめ、当該議員報酬等の額について審議

会の意見を聴くものとする。

一部改正〔平成12年条例46号・18年21号・19年２号・20年32号・24年34号・27年８号〕

（委員）

第３条 審議会は、委員10人をもって組織し、その委員は、府中市の区域内の公共的団体等の代表者

その他住民のうちから必要の都度、市長が任命する。

２ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。

（会長）

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理する。

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代

理する。

（会議）

第５条 審議会は、会長が招集する。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

（庶務）

第６条 審議会の庶務は、総務部人事秘書課において処理する。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。

資料１



府中市情報公開条例 抜粋

（会議の公開）

第２４条 審議会等の会議は、公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

(1) 法令等に非公開とする旨の特別の定めがある場合

(2) 非公開情報に該当する事項を審議する場合

(3) 公開することにより、公正かつ円滑な議事運営が著しく阻害されると認められる場合で、当該会議の

決定により、会議の全部又は一部を公開しないと議決した場合

２ 審議会等は、会議を非公開とするときは、議事録を作成し、その旨を記録しなければならない。

３ 審議会等の公開又は非公開に関する手続は、市長が別に定める。

審議会等の会議の公開に関する規程 抜粋

（公開の基準）

第２条 審議会等の会議は、条例第２４条第１項各号に掲げる場合を除き、原則として公開するものとする。

（公開・非公開の決定）

第３条 審議会等の会議の公開・非公開の決定は、原則として審議会等の代表者が当該会議に諮って行う

ものとする。ただし、緊急を要する場合その他審議会等の代表者が認める場合は、当該代表者が、当該

審議会等の事務局に各委員の意見を聴取させ、その意見を勘案して公開・非公開を決定することができ

る。

２ 前項ただし書の場合において、審議会等の代表者は、会議の開催時にその冒頭において、公開・非公開

の決定に係る理由等を報告しなければならない。

３ 審議会等は、会議を公開しないことを決定したときは、その理由を明らかにするとともに、その旨を議事録

（議事概要を含む。以下同じ。）に記録しなければならない。

（公開の方法）

第４条 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認めることにより行うもの

とする。

２ 審議会等の会議を公開するときは、傍聴を認める定員をあらかじめ定め、会場に一定の傍聴席を設ける

ものとする。

３ 審議会等の代表者は、会議の秩序を維持し、議事を整理する。

４ 審議会の代表者は、その命令に従わない者その他当該会議の秩序を乱す者の退場を命じることができ

る。

５ 審議会等の代表者は、報道機関の取材活動に配慮するものとする。

（会議開催の周知）

第５条 審議会等は、審議会等の会議を開催するに当たって、当該会議の開催の１週間前までにおおむね

次の事項を公告し、又はインターネットの市ホームページに掲載するよう努めるものとする。ただし、会議を

緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。

⑴ 会議の名称

⑵ 開催日時

⑶ 場所

⑷ 議題

⑸ 公開・非公開（非公開のときはその理由）

⑹ 傍聴者の定員

⑺ 傍聴手続

⑻ 問い合わせ先

（会議の結果の公開）

第６条 審議会等は、開催した会議の議事録を作成するものとする。

２ 審議会等は、前項の議事録を閲覧又はインターネットの市ホームページへの掲載により公表するよう努

めるものとする。ただし、会議が非公開で開催され、かつ、議事録の内容が条例第７条第６号に該当する

場合は、この限りでない。
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○府中市議会政務活動費の交付に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項までの規定に基づき、府中市議会議員

（以下「議員」という。）の調査研究その他の活動（以下「政務活動」という。）に資するため必要な経費の一部とし

て、議会における会派（以下「会派」という。）及び会派に属さない議員（以下「無所属議員」という。）に対し政務

活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

（交付対象）

第２条 政務活動費は、会派及び無所属議員に対して交付する。

（交付の方法）

第３条 会派及び無所属議員に対する政務活動費は、年額とする。

２ 政務活動費は、４月１日（４月１日において議会が解散している場合又は同日に議会の解散があった場合は、議会の

解散による選挙後に初めて招集される議会の会期の最終日。以下「基準日」という。）以降に、規則で定める手続によ

り一括して交付する。

３ 前項の規定にかかわらず、議員の任期が満了する年度における政務活動費は、議員の任期満了による選挙後に初めて

招集される議会の会期の最終日を基準日とし、規則で定める手続により一括して交付する。

（会派に対する政務活動費）

第４条 会派に対する政務活動費は、基準日における会派の所属議員数に12万円を乗じて得た額とする。

２ 基準日において議員の辞職、失職、除名若しくは死亡又は所属会派からの脱会があった場合は、当該議員は前項の所

属議員数に含まないものとする。

３ 政務活動費を交付した年度の中途に会派の所属議員数に異動を生じた場合又は会派が消滅（会派の合併等による会派

の消滅、議員の任期満了又は議会の解散による会派の解散及び議員の辞職等による会派の消滅又は解散をいう。以下同

じ。）した場合においては、これらの異動はなかったものとみなし、所属議員数の異動に伴う政務活動費の調整は行わ

ないものとする。

４ 政務活動費の交付を受けた会派の代表者は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額から当該会派が政務活

動費として支出した総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額を市長に対し返還しなければならな

い。年度の中途に会派が消滅した場合においても、同様とする。

（無所属議員に対する政務活動費）

第５条 無所属議員に対する政務活動費は、基準日に在職する議員に対して12万円を交付する。

２ 政務活動費の交付を受けた無所属議員は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額から当該議員が政務活動

費として支出した総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額を市長に対し返還しなければならな

い。年度の中途において議員でなくなった場合又は会派に所属した場合においても、同様とする。

（使途基準）

第６条 会派及び無所属議員は、政務活動費を別表に定める使途基準に従って使用するものとし、市政に関する調査研究

その他の活動に資するため必要な経費以外のものに充ててはならない。

（経理責任者）

第７条 会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。

（収支報告書の提出）

第８条 政務活動費の交付を受けた会派の経理責任者及び無所属議員は、規則で定める様式により、政務活動費の交付を

受けた年度の終了した日から起算して30日以内に当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」と

いう。）を作成し、領収書の写し（領収書の発行ができない場合に限り、会派の代表者及び無所属議員の支出を証明す

る書類。以下「証拠書類」という。）を添付して議長に提出しなければならない。

２ 政務活動費の交付を受けた会派が政務活動費の交付を受けた年度の中途に消滅した場合又は政務活動費の交付を受

けた無所属議員が議員でなくなった場合若しくは会派に所属した場合は、前項の規定にかかわらず、当該会派の経理責

任者であった者又は当該無所属議員であった者は、当該会派の消滅の日又は当該無所属議員が議員でなくなった日若し

くは会派に所属した日から起算して30日（議会の解散による会派の解散又は無所属議員の議員の失職にあっては、60日）

以内に収支報告書に証拠書類を添付してを議長に提出しなければならない。

（収支報告書の保存及び閲覧）

第９条 議長は、前条の規定により提出された収支報告書及び証拠書類を、提出日の属する年度の翌年度から起算して５

年間保存しなければならない。

２ 次の各号に規定する者は、議長に対し、前項の収支報告書及び証拠書類の閲覧又は写しの交付を請求することができ

る。
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(１) 市内に住所を有する者

(２) 市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人

（透明性の確保）

第10条 議長は、第８条第１項の規定により提出された収支報告書について、必要に応じて調査を行う等、政務活動費の

適正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。

（委任）

第11条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、市長が規則で定める。

別表（第６条関係）

項目 内容

研究研修費 会派及び無所属議員が研究会、研修会を開催するために必要な経費又は会派に所属する議

員及び無所属議員が他の団体の開催する研究会、研修会に参加するために要する経費

（会場費、講師謝金、出席者負担金・会費、交通費、旅費、宿泊費等）

調査旅費 会派及び無所属議員の行う調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調査に要する

経費

（府中市旅費条例（昭和29年府中市条例第27号）に基づくもの）

資料作成費 会派及び無所属議員の行う調査研究活動その他の会派及び無所属議員の活動のために必要

な資料の作成に要する経費

（印刷製本費、翻訳料、事務機器購入・賃借料等）

資料購入費 会派及び無所属議員の行う調査研究活動その他の会派及び無所属議員の活動のために必要

な図書、資料等の購入に要する経費

広報費 会派及び無所属議員の調査研究活動、議会活動及び市の政策について住民に報告し、ＰＲ

するために要する経費

（広報紙、印刷製本費、送料、会場費等）

広聴費 会派及び無所属議員が住民からの市政並びに会派及び無所属議員の政策等に対する要望、

意見を吸収するための会議等に要する経費

（会場費、印刷製本費、茶菓子代等）

人件費 会派及び無所属議員の行う調査研究活動その他の会派及び無所属議員の活動を補助する職

員を雇用する経費

事務所費 会派及び無所属議員の行う調査研究活動その他の会派及び無所属議員の活動のために必要

な事務所の設置、管理に要する経費

（事務所の賃借料、維持管理費、備品・事務機器購入・賃借料等）

その他の経費 上記以外の経費で会派及び無所属議員の行う調査研究活動その他の会派及び無所属議員の

活動に必要な経費



府中市特別職報酬等審議会公開要領

（目的）

第１条 府中市特別職報酬等審議会条例第７条の規定に基づき、府中市特別職報酬

等審議会（以下「審議会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（審議会開催の周知）

第２条 審議会開催に当たっての周知方法は、公告により行う。

（傍聴）

第３条 審議会の傍聴は、審議会等の公開に関する規程（平成２４年４月１日施行）

に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。

（傍聴制限）

第４条 傍聴席は、１０席（報道機関、市議会議員を除く）とする。ただし、特に

認める場合はこの限りでない。

２ 傍聴を希望するものは、審議会開始１５分前までに手続きを完了させるものと

する。

３ 傍聴を希望するものが１０席を超えるときは、先着順で決定する。

４ 非公開事項を審議する場合は、傍聴者に退席を命じることができるものとする。

（議事録）

第５条 審議会の議事録は、議事録の整備が整ってから、府中市ホームページ上で

公開するものとする。ただし、審議会において非公開と決定した場合は、非公開

とした旨を公表する。

（疑義）

第６条 審議会の運営において疑義が生じた場合は、審議会の構成員及び事務局担

当者で、その都度調整するものとする。

附 則

この要領は、平成２８年３月２８日から施行する。



資料２

2020/6/1

市（人口順） 人口 月額 順位

広島市 1,194,817 300,000 1 

福山市 466,863 130,000 2 

呉市 217,690 50,000 3 

東広島市 189,369 25,000 9 

尾道市 134,313 30,000 4 

廿日市市 117,024 30,000 4 

三原市 91,990 25,000 9 

三次市 51,234 30,000 4 

府中市 38,208 10,000 14 

庄原市 34,191 30,000 4 

安芸高田市 28,039 30,000 4 

大竹市 26,611 18,000 12 

竹原市 24,538 20,000 11 

江田島市 22,356 15,000 13 

黄色セルの市

【参考】 2020/6/1

近隣類団市 人口 月額

岡山県笠岡市 47,152 45,000 

岡山県井原市 39,284 30,000 

岡山県浅口市 33,965 30,000 

岡山県備前市 33,523 25,000 

香川県さぬき市 47,310 25,000 

広島県内市政務活動費　一覧

2020政務活動費

一般市Ⅰ－2（人口5万未満、産業構造Ⅱ
次・Ⅲ次90％以上かつⅢ次65％未満の団
体、県内は3市が類団）

2020政務活動費



府中市議会の状況

1

資料３



府中市議会議員定数の変遷

選挙執行年月日 法定数 議員数 住基人口　4月1日 議員１人当り人口

昭和５３年４月 36 30 50,750 1,692 
昭和６１年４月 30 28 48,597 1,736 
平成　２年４月 30 26 47,130 1,813 
平成１０年４月 30 24 43,690 1,820 
平成１６年４月 26 32

在任特例（24+8）
47,238 1,476 

平成１８年４月 26 24 46,189 1,925 
平成２２年４月 26 22 44,086 2,004 
平成２４年３月

法定数制度
廃止 22 43,257 1,966 

平成２６年４月 - 20 42,120 2,106
平成３０年４月 - 20 40,007 2,000

単位：人

2



府中市議員報酬の変遷

3

改定年月日 議員 議長 副議長 上昇率

昭和５９年４月１日 ２５０，０００ ２９０，０００ ２６５，０００ 　

昭和６２年１月１日 ２８０，０００ ３２０，０００ ２９５，０００ １２．０%

昭和６４年１月１日 ３１０，０００ ３７０，０００ ３４０，０００ １０．７%

平成　３年４月１日 ３４０，０００ ４１０，０００ ３７０，０００ ９．７%

平成　８年４月１日 ３７４，０００ ４５１，０００ ４０７，０００ １０．０%

平成１３年６月１日 ４００，０００ ４７７，０００ ４３３，０００ ７．０%

単位：円



改定年月日 月額換算 根拠

昭和６２年４月１日 ２０，０００

府中市議会の各会派に対する市政調査研究費交付要綱Ｓ62制定

府中市議会政務調査費の交付に関する条例　Ｈ13.3月制定　

府中市議会政務活動費の交付に関する条例　Ｈ24.12月一部改正

平成　４年４月１日 ４５，０００

平成　５年７月１日 ２０，０００

平成１１年７月１日 １８，０００

平成１３年７月１日 １０，０００

単位：円

府中市議会 政務活動費の変遷

○会派及び会派に属さない議員に対して、１人当たり年額１２０，０００円を一括して交付
　　※月額に換算１０，０００円

4



報酬 期末手当 政務活動費 合計

4,800,000 2,112,000 120,000 7,032,000

5

単位：円

報酬 期末手当 政務活動費 合計

5,196,000 2,286,240 120,000 7,602,240

議　員
（18人）

副議長
（1人）

議　長
（1人）

報酬 期末手当 政務活動費 合計

5,724,000 2,518,560 120,000 8,362,560

合　計
（20人）

報酬 期末手当 政務活動費 合計

97,320,000 42,820,800 2,400,000 142,540,800

※参考：　共済費　平成30年度見込額　３６，９３２，０００円

議員1人当たりの経費（年額見込み）



【参考】

6

○三役等の給料月額　平成２８年６月１７日改正
　市　 長　 ８６０，０００円
　副市長　７００，０００円
　教育長　６５６，０００円

○行政視察旅費
　常任委員会　　　　　　１人年額（以内）　　 　９０，０００円
　議会運営委員会　　　１人年額（以内） 　　　９０，０００円

○タブレット関係経費　　
　端末リース通信料　　１人年額（ 約）　　　　  ６８，０００円
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議会改革の取り組みについて②
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議会改革の取り組みについて③
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議会改革の取り組みについて④

10

Ｈ
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１　議員定数、報酬、政務活動費

　府中市の人口は、４万人を割り人口減
少や少子高齢化に直面している現状を
踏まえ、議会の役割を果すべく、議員定
数、報酬及び政務活動費のあり方につ
いて検討すること。
 
２　議会改革の推進

　社会経済情勢等の変化により新たに
生ずる市政の課題に適切かつ迅速に
対応するため、継続的な議会改革が求
められている。また、この度の府中市議
会議員一般選挙は、無投票となり、議
員のなり手不足も、府中市議会の大き
な課題となっている。

　こうした現状を踏まえ、市民に開かれ
た議会を目指し、議員のなり手不足の
解消にもつながる議会改革の推進につ
いて検討すること。

Ｈ
30
　
予
算
・
決
算
書
の
説
明
資
料
の
充
実
を
検
討

【取り組み状況④】　　　　H30年度～現在



県内、類似団体、全国の状況
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県内各市の人口、議員定数及び議員報酬

12

自治体名 定数 住基人口 議員１人当り人口 面積 議員報酬額 政務活動費

広 島 市 54 1,193,556人 22,103人 906.68 ㎡ 860,000 円 300,000 円

福 山 市 40 468,987人 11,725人 518.14 ㎡ 635,000 円 130,000 円

呉 市 32 226,725人 7,085人 352.80 ㎡ 550,000 円 50,000 円

東 広 島 市 30 186,012人 6,200人 635.16 ㎡ 460,000 円 25,000 円

尾 道 市 29 138,396人 4,772人 285.11 ㎡ 450,000 円 30,000 円

廿 日 市 市 28 117,487人 4,196人 489.48 ㎡ 420,000 円 30,000 円

三 原 市 26 95,053人 3,656人 471.02 ㎡ 428,000 円 25,000 円

三 次 市 24 52,776人 2,199人 778.14 ㎡ 371,000 円 30,000 円

府 中 市 20 40,007人 2,000人 195.75 ㎡ 400,000 円 10,000 円

庄 原 市 20 35,910人 1,796人 1,246.49 ㎡ 325,000 円 30,000 円

安 芸 高 田 市 18 28,989人 1,611人 537.75 ㎡ 325,000 円 30,000 円

大 竹 市 16 27,326人 1,708人 78.66 ㎡ 370,000 円 18,000 円

竹 原 市 14 26,038人 1,860人 118.23 ㎡ 355,000 円 20,000 円

江 田 島 市 18 23,594人 1,311人 100.70 ㎡ 325,000 円 15,000 円

Ｈ30.4.1現在

※府中市の議員報酬額は、県内14市中8番目。　　政務活動費は最下位



県内各市議会の正副議長・正副委員長 報酬
自治体名 定数 議長 副議長 委員長 副委員長 費用弁償

広 島 市 54 1,060,000 円 930,000 円 0 円 0 円 本会議、常任委、特別委、議運に出席したとき、住居から
議事堂まで、８㎞以内 5,000円/日、８㎞超 8,000円/日

福 山 市 40 765,000 円 685,000 円 0 円 0 円 常任委、特別委、議運の市内現地調査は、
鉄道賃、船賃、車賃

呉 市 32 660,000 円 600,000 円 0 円 0 円 常任委、特別委、議運に出席したとき、日額 
2,000円

東 広 島 市 30 560,000 円 507,000 円 0 円 0 円 市内なし

尾 道 市 29 520,000 円 480,000 円 0 円 0 円 西瀬戸自動車道（しまなみ海道）通行料金
実費相当額

廿 日 市 市 28 500,000 円 460,000 円 0 円 0 円 市内なし

三 原 市 26 530,000 円 475,000 円 0 円 0 円 本会議、委員会等、鉄道など実費。車は、2
ｋｍ超　37円/ｋｍ

三 次 市 24 454,000 円 407,000 円 387,000 円 376,000 円 本会議、委員会等、鉄道など実費。車
は、37円/ｋｍ

府 中 市 20 477,000 円 433,000 円 0 円 0 円 市内なし

庄 原 市 20 410,000 円 355,000 円 335,000 円 330,000 円 市内旅行の車は、2ｋｍ超　37円/ｋｍ

安 芸 高 田 市 18 410,000 円 355,000 円 0 円 0 円 市内なし

大 竹 市 16 473,000 円 422,000 円 385,000 円 375,000 円 市内なし

竹 原 市 14 440,000 円 395,000 円 0 円 0 円 市内なし

江 田 島 市 18 410,000 円 355,000 円 0 円 0 円 本会議、常任委、議運に出席したとき、住居
から議事堂まで、38円/ｋｍ

13

Ｈ30.4.1現在



類似団体の人口別、議員報酬

Ｈ30.4.1現在

Ｈ30年　類似団体（Ⅰ－２）：７３団体

大船渡市・久慈市・釜石市・白石市・角田市・長井市・本宮市・下妻市・高萩市・北茨城市・潮来市・桜川市・
つくばみらい市・矢板市・さくら市・富岡市・南足柄市・小千谷市・加茂市・見附市・糸魚川市・妙高市・魚津
市・氷見市・滑川市・黒部市・砺波市・小矢部市・羽咋市・かほく市・能美市・大野市・勝山市・あわら市・富士
吉田市・都留市・大月市・中央市・駒ヶ根市・美濃市・瑞浪市・山県市・飛騨市・郡上市・高浜市・岩倉市・弥
富市・いなべ市・野洲市・米原市・相生市・赤穂市・西脇市・小野市・加西市・養父市・朝来市・宍粟市・加東
市・御所市・葛城市・井原市・備前市・浅口市・竹原市・府中市・大竹市・大川市・豊前市・多久市・武雄市・臼
杵市・津久見市

類団中の人口別報酬平均額及び府中市の報酬順位

人口
報 酬 額

備考
議 員 議 長 副 議 長

50,976 人 ～ 40,000 人 362,083 円 446,655 円 389,517 円　29市（府中市）

39,999 人 ～ 30,000 人 335,619 円 421,750 円 359,392 円　26市

29,999 人 ～ 20,000 人 332,131 円 411,244 円 357,444 円　16市

19,999 人 ～ 10,000 人 327,500 円 412,000 円 352,000 円　 2市

50,976 人 ～ 0 人 345,145 円 429,074 円 370,730 円 5番目／73市

14
※府中市の議員報酬額は、類団73市中5番目　　



全国814 市の市議会議員の定数の状況

出典：全国市議会議長会　平成29年度市議会議員定数に関する調査結果 15



16出典：全国市議会議長会　平成29年度市議会議員報酬に関する調査結果

人口段階別にみた市議会議員の平均報酬月額



政務活動費の議員1人あたりの交付月額

17出典：全国市議会議長会　平成29年度市議会の活動に関する実態調査結果


